
研究計画（案） 

１．プロジェクト 

（始期：Ｒ６年度

終期：Ｒ１０年

度） 

2.断層の活動性評価手法に関する研究 

担当部署 
技術基盤グループ 

地震・津波研究部門 

担当責任者 内田淳一 統括技術研究調査官 

２．カテゴリー・

研究分野 
【横断的原子力安全】 A) 外部事象（地震、津波、火山等） 主担当者 

松浦旅人 主任技術研究調査官 

宮脇昌弘 副主任技術研究調査官 

林 宏樹 副主任技術研究調査官 

３．背景 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」（以下「規則の解釈」という。）別記 1 第

3 条第 3項では、「将来活動する可能性のある断層等」が定義されている。また、「その認定に当たって、後期更新世（約 12～13 万年

前）の地形面又は地層が欠如する等、後期更新世以降の活動性が明確に判断できない場合には、中期更新世以降（約 40 万年前以降）

まで遡って地形、地質・地質構造及び応力場等を総合的に検討した上で活動性を評価すること。」とされている。 

断層の活動年代は通常、断層の上位に堆積した地層の年代に基づき特定又は推定する（以下「上載地層法」という。）（図 1の①）。

例えば「活断層の長期評価手法 報告書（暫定版）」（地震調査研究推進本部、平成 22 年）では、上載地層法に基づいた年代測定を基

本としており、主として上載地層に含まれる有機物の放射性炭素同位体年代に基づいた数十年～数百年オーダーの測定精度と結果に

対するばらつきの考え方が示されている。しかし、放射性炭素同位体年代の適用限界は約 5 万年程度であり、規則の解釈別記 1 第 3

条第 3 項で示されている「将来活動する可能性のある断層等」の定義に照らして十分な年代幅をカバーできないこと、地域によって

は、そのような地層が欠如している等の理由により、上載地層法の適用が難しい場合があることから（図 1の②）、断層本体の性状や

断層破砕物質から活動性を判断するケースが多くなる。 

平成 26 年に制定された「敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド」（以下「地質審査ガイド」という。）では、

断層破砕物質を用いた活動性評価の具体例として、「断層の活動性評価に対し、断層活動に関連した微細なずれの方向（正断層、逆断

層、右横ずれ断層、左横ずれ断層等）や鉱物脈又は貫入岩等との接触関係を解析することが有効な場合がある。」とされ、さらに「断

層破砕物質を用いた活動性評価に関しては、信頼性の高い活動年代の評価手法が確立されていない。断層破砕物質の性状から断層の

活動性評価を評価する場合には、このことを十分に考慮する必要がある。」との留意点が示されている。この留意点を課題として捉

え、検討対象である断層と鉱物脈との接触関係を解析して断層の活動性を評価する手法（以下「鉱物脈法」という。）(1)について安全

研究プロジェクト「断層破砕物質を用いた断層の活動性評価手法に関する研究」（平成 25 年度～令和元年度）の一環として限定的で

はあるが知見を蓄積した（図 2 の①）。一方、基準適合性審査においては既に鉱物脈法が利用されており、審査での実績が増えつつあ

る。ただし、その原理は断層の変位とそれを横切る鉱物脈の形成時期との前後関係に則った単純なものであるが、適用対象とするサ

イトごとに地質環境が異なるために事業者による試行錯誤が繰り返されること、学協会における適用事例が少ないこと、評価手法が

一定の手順として示されていないこと等の課題が残されている。そのため、鉱物脈法の適用事例を追加し、鉱物脈を用いた断層活動

性評価手法を体系的に研究することに加え、他の手法を含めた総合的な評価手法を構築するために、鉱物脈の年代評価手法に関する

知見、古応力場を利用する方法等に関する知見を蓄積することが重要である。 

断層破砕物質を用いたより確度の高い断層活動性評価を行うためには、鉱物脈法を含め、複数の手法による総合的な評価を行うこ

とが有効な場合がある。近年、全岩化学組成等を用いた断層の活動性評価に関する研究（図 2の②）も行われつつあるが(2,3)、入力デ

ータである断層岩の化学組成データが乏しく、十分な信頼性が確保されていないいないほか、それらの化学的差異を生じさせるメカ

ニズム、判別手法の適用性等に関する知見もほとんど得られていない。このような手法が審査に適用されることを予見し、データの

客観性及び評価の妥当性を判断するための留意点を整理しておくことが重要である。 

後期更新世以降の活動性が明確に判断できない断層の活動性評価又は活動性の低い断層活動の評価を行うための手段として、規則

の解釈別記 1 第 3 条第 3 項に記載されている約 40 万年前まで遡って上載地層法を適用すること、断層活動によって変位・変形を受

けている段丘堆積物の年代を決定すること等が挙げられる（図 3）。このような堆積物の年代を決定するには、通常、地質学的に“一

瞬”で広域に降り積もったと考えられる、噴出年代が既知の火山灰が利用されるが、火山灰を同定するに足る鉱物の化学組成及び噴

出年代に関するデータが乏しいとの課題がある。安全研究プロジェクト「地震の活動履歴評価手法に関する研究」（平成 29 年度～令

和元年度）及び「断層の活動性評価に関する研究」（令和 2年度～令和 5年度）ではそれぞれ東北日本及び西南日本を主に対象とし、

約 40 万年前まで遡って火山灰層序を明らかにするとともに、コア中の火山灰の深度と年代の関係を明示する「年代モデル」の信頼性

を向上させるための手順を整備してきた。このようなデータを西南日本～中部日本及び周辺海域にも拡充し、火山灰層序学的な年代

決定手法・手順を整備することが重要である。 

 

 

（図はオリジナル） 

図 1 「将来活動する可能性のある断層等」の識別に当たり適用される上載地層法とその課題 
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（図はオリジナル） 

図 2 本研究で扱う断層破砕物質等を用いた断層活動性評価 

 

 
（図はオリジナル） 

図 3 断層活動時期を示す地形・地層の年代評価における火山灰の位置づけと主要課題 

 

４．目的 

本プロジェクトでは、「断層破砕物質等を用いた断層活動性評価」及び「断層活動時期を示す地形・地層の年代評価」について、

その技術的根拠となる分析データを取得し、断層の活動性評価及び活動年代評価を行う過程で得られた具体的な留意点及び知見を蓄

積することを目的とする。 

(1) 断層破砕物質等を用いた断層活動性評価 

a. 鉱物脈法等を用いた断層活動性評価に関する研究 

年代評価手法に関する知見と併せて、鉱物脈法の適用事例を拡充し、鉱物脈を用いた断層活動性評価手法を体系的に整備する。 

b. 断層岩の物質科学（地球化学）的指標等を用いた断層活動性評価に関する研究 

断層岩の化学組成を用いた断層の活動性評価について、評価に有用な指標を検討しその妥当性を評価するために、分析データ

を蓄積するとともに、解析手法等の違いによる評価結果への影響を整理する。 

(2) 断層活動時期を示す地形・地層の年代評価 

a. 中期更新世以降の火山灰年代評価手法に関する研究 

「将来活動する可能性のある断層等」の活動時期（中期更新世以降（約 40 万年前以降））に対応した断層の活動性評価ができ

るよう、特に西南日本～中部日本を中心とした火山灰の鉱物化学組成、噴出年代に関するデータ等を蓄積する。 

５．知見の活用先 

（1）で得られた知見は、地質・地質構造に関する審査において、「将来活動する可能性のある断層等」の評価（規則の解釈別記 1

第 3 条第 3 項）、断層の活動性評価（地質審査ガイドⅠ4.1.2.3）に係る技術基盤として活用される。 

（2）a.で得られた知見は、地質・地質構造に関する審査において、「将来活動する可能性のある断層等」の評価（規則の解釈別記

1 第 3 条第 3 項）「活断層の位置・形状・活動性等」の把握及び評価（規則の解釈別記 2 第四条の 5 二）、「中期更新世以降の断

層等の評価指標である段丘面や地層の形成年代推定に利用する火山灰」の対比及び年代決定（地質審査ガイドⅠ 2.2 [解説](2) ）に

係る技術基盤として活用される。 

さらに、本プロジェクトの実施項目で得られた成果等は、NRA 技術報告等にまとめるとともに技術的確認等を行い、基準や地質審

査ガイドの改正に資する。 



６．安全研究概要 

本プロジェクトの研究は、「原子力規制委員会における安全研究の基本方針」（令和元年５月２９日原子力規制委員会決定）にお

ける安全研究のうち以下の分類に基づき実施する。 

① 規制基準等の整備に活用するための知見の収集・整備（以下「分類①」という。） 

② 審査等の際の判断に必要な知見の収集・整備（以下「分類②」という。） 

 

(1) 断層破砕物質等を用いた断層活動性評価 

a. 鉱物脈法等を用いた断層活動性評価に関する研究【分類①、分類②】 

上載地層法の適用が難しい場合、断層本体の性状や断層破砕物質から断層の活動性を判断することが重要である。安全研究プロ

ジェクト「断層破砕物質を用いた断層の活動性評価手法に関する研究」（平成 25 年度～令和元年度）においては、審査に適用され

つつあることを踏まえ、鉱物脈法の適用事例の蓄積を開始した。その一環として中央構造線を例にして実施した研究(4)では、地質

構造の把握（図 4）とともに、活断層では高温条件で晶出する鉱物脈が断層によって切断されていること、最近活動していない断

層では高温条件で晶出する鉱物脈が断層を横断していることが確認され、本手法の一つの適用事例を示した(5)（図 5）。安全研究プ

ロジェクト「断層の活動性評価に関する研究」（令和 2 年度～令和 5 年度）においては、断層破砕物質等を用いた断層活動性を総

合的に評価するための手法として、中央構造線及び根尾谷断層等において古応力解析を用いた断層活動性評価手法の事例も蓄積し

ている。令和 6 年度以降は、断層破砕物質の性状に基づいて断層の活動性評価を行うことを目的として、地質の異なる複数の断層

を対象としてトレンチ調査、露頭調査等を行い、鉱物脈法を適用する（図 6）。具体的には、断層の最新活動面の認定、鉱物脈（岩

脈も含む）の同定及びその生成環境との比較を行うことで、断層活動と鉱物脈等との新旧関係を評価する。また、断層活動に伴っ

て断層面上に生じた傷（条線）から断層活動時の古応力を復元し、その結果と現在の応力場とを比較することで間接的に断層活動

の時期を推定し、鉱物脈法による断層活動性評価の補強データとするほか、鉱物脈法に用いた鉱物脈又は岩脈の年代測定、化学分

析等を実施し、断層活動性評価に対して年代的根拠を示す。これらの成果をもとに各種の評価手法の留意点をまとめ、鉱物脈を用

いた断層活動性評価手法を体系的に整備する。 

 

  

Miyawaki & Sakaguchi (2021)(4)より 

図 4 中央構造線において実施した物理探査、掘削調査から作成した地質断面図 

 

 

宮脇ほか (2020)(5)より 

図 5 中央構造線において実施した鉱物脈法の結果の例 



 

 

（図はオリジナル） 

図 6 鉱物脈法等を用いた断層活動性評価に関する研究の概要 

 

b. 断層岩の物質科学（地球化学）的指標等を用いた断層活動性評価に関する研究【分類②】 

断層岩の化学組成を用いた断層の活動性評価手法について、現在利用可能な化学組成データは敦賀半島江若花崗岩体（敦賀岩体）

を中心とした少数の調査・分析例に留まる(2,3)。したがって、十分な量の化学組成データに基づく評価手法の妥当性検討を行うた

め、原岩の化学組成及び断層の発達史の観点から既往研究と比較可能と考えられる江若花崗岩体（江若岩体）を対象に、野外調査、

試料採取及び断層岩等の化学組成分析を行う。得られた化学組成データは敦賀岩体の値と比較した上で、既往の評価手法等を用い

て活断層と非活断層の判別を目的とした試解析に用いる。また、断層岩等の化学組成データ（文献値及び本研究の分析値）を用い

て複数種の統計解析（線形判別分析等）を行い、入力データ、解析手法等の違いによる評価結果への影響を把握する。これに加え、

断層岩の化学組成に差異が生じるメカニズム（風化変質、熱水変質等）についても考察し、それらの差異を体系的に説明すること

ができる地球化学的モデルを検討する（図 7）。以上の検討結果は活断層と非活断層の判別手法としての有効性、適用範囲及びそ

の統計解析上の留意点として取りまとめる。 

 

 

（図はオリジナル） 

図 7 断層岩の物質科学（地球化学）的指標等を用いた断層活動性評価に関する研究の概要 

 

(2) 断層活動時期を示す地形・地層の年代評価 

a. 中期更新世以降の火山灰年代評価手法に関する研究【分類②】 

中期更新世以降（約 40万年前以降）における断層等の活動時期を推定するに当たり、上載地層又は地形面の年代を決定するため

に、噴出年代が既知の火山灰が利用される。そのため、火山灰の同定に必要な火山灰粒子の化学組成及び噴出年代に関するデータ

を蓄積することが重要である。これらのデータの蓄積には、深海底コアを媒介として海陸に分布する火山灰のデータを関連付ける

ことが有効である（図 8）。火山灰の年代決定の精度は、断層の活動性評価の信頼性に直結するため、規則の解釈別記 1第 3 条第 3

項に規定されている「将来活動する可能性のある断層等」の活動年代（中期更新世以降（約 40 万年前以降））に対応した年代決定

の手順を整備することを目的として、これまで深海底コアを用いた研究に取り組んできた。安全研究プロジェクト「地震の活動履

歴評価手法に関する研究」（平成 29 年度～令和元年度）では東北日本を、安全研究プロジェクト「断層の活動性評価に関する研



究」（令和 2 年度～令和 5 年度）では西南日本を主に対象とし、深海底コアが帯同する酸素同位体層序や微化石層序を用いて、最

近 40 万年間に対応した火山灰層序を明らかにするとともに（図 9）、コア中の火山灰の深度と年代の関係を明示する「年代モデル」

の信頼性を向上させるための手順を整備した（図 10)。令和 6 年度以降は、同様の知見を、九州の火山から噴出した火山灰が広く

分布すると予想される西南日本～中部日本及び周辺海域へ拡充し、精度良く年代決定された海域の火山灰を陸域の火山灰と対比し

て年代指標の整備を行い、断層の活動時期を示す地形・地層を年代評価するための手順に関する知見を蓄積する。 

 

 

（図はオリジナル） 

図 8 深海底コアを媒介とした海陸に分布する火山灰の関連付け 

 



 

Matsu'ura et al. (2021)(6)より 

図中の文献情報は末尾を参照(7) 

図 9 四国沖深海底コアにおける火山灰の層位、粒子の量比と海洋酸素同位体比曲線 

 



 

Matsu'ura et al. (2021)(6)より 

図中の文献情報は末尾を参照(7,8,9,10) 

図 10 四国沖深海底コアの火山灰、微化石及び酸素同位体層序から推定された年代モデル 

 

７．成果目標と実

施計画 

(1) 断層破砕物質等を用いた断層活動性評価 

a. 鉱物脈法等を用いた断層活動性評価に関する研究 

成果目標：断層面と鉱物脈との切断関係の把握、鉱物脈の方位解析による古応力場の推定（岩脈法）、鉱物脈の年代測定、化学分

析による鉱物脈の生成環境及び形成年代の特定に至るプロセスについての留意点をまとめる。得られた成果は学術雑誌

又は NRA 技術報告において公表する。 

実施計画：・断層破砕物質の性状に基づいて断層の活動性評価を行うことを目的として、地質環境の異なる複数の断層を対象とし

てボーリング調査、露頭調査等を行う。 

・採取した試料を用いて、微細構造観察による断層面と鉱物脈との切断関係の把握、鉱物脈を用いた岩脈法による応力

解析、年代測定及び化学分析等による鉱物脈の生成環境及び形成年代の特定を行う。 

・令和 10 年度までに鉱物脈法を用いた断層の活動性評価、岩脈法を用いた古応力解析に基づく断層の活動性評価及び鉱

物脈の年代測定による断層の活動性評価を実施し、各種の評価手法の留意点をまとめる。 

 

b. 断層岩の物質科学（地球化学）的指標等を用いた断層活動性評価に関する研究 

成果目標：断層岩の化学組成を用いた活断層と非活断層の判別手法の有効性、適用範囲及びその統計解析上の留意点を学術雑誌又

は NRA 技術報告にまとめる。 

実施計画：・断層岩の化学組成データの取得を目的として、地表露頭の調査及び試料採取を行う。また、ボーリング掘削により風

化の影響の小さい地下の断層岩試料を採取する。 

・上載地層法等を用いて当該断層の活動時期を特定するとともに、断層岩試料の化学組成等の分析を行う。 

・詳細な鉱物分析を行い、断層岩の化学的特徴に寄与する変質メカニズムを特定する。 

・既往の統計解析手法を用いて、解析に用いるデータの種類、判別手法等を変えた場合の評価結果への影響を確認する。 

・令和 10 年度までに断層岩の化学組成を用いた活断層と非活断層の判別手法の有効性、適用範囲及びその統計解析上の

留意点を取りまとめる。 

 

(2) 断層活動時期を示す地形・地層の年代評価 

a. 中期更新世以降の火山灰年代評価手法に関する研究 

成果目標：西南日本～中部日本及び周辺海域における深海底堆積物の「年代モデル」を整備して火山灰の年代を精度良く決定し、

海域・陸域の火山灰を対比して信頼性の高い年代指標の整備を行うことによって「将来活動する可能性のある断層等」

の活動時期（中期更新世以降、最近 40 万年間）に対応した年代決定手順に関する知見を蓄積する。得られた成果は学術

雑誌において公表する。 

実施計画：・海底コアに含まれる火山灰粒子の量比分布を把握し、火山灰層準の検出を行うとともに、中期更新世以降に対応する

海底コアの火山灰層序を整理する。 

・火山灰の噴出源と推定される火山の近傍及び風下地域で、陸成堆積物中の火山灰調査を行う。 

・海域・陸域で採取された火山灰の主成分化学組成及び微量化学組成を分析し、火山灰特徴化のためのデータを収集す

る。 



・令和 10年度までに取得された化学組成結果を基に火山灰を対比する。 

 

行程表 

 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度 

(１) a. 鉱物脈

法等を用いた断

層活動性評価に

関する研究 

 

 

 

・予備調査（調査地

域選定） 

・試料採取 

 

・化学分析（予備的

分析を含む） 

 

・年代測定（予備的

分析を含む） 

 

 

 

 

・火成岩地域にお

ける試料採取（調査

地域ごとの比較検

討） 

・化学分析（本格分

析開始）、鉱物脈法

及び岩脈法の検討 

・年代測定（測定手

法の統一化） 

▽学会発表 

 

 

・変成岩又は堆積

岩地域における試

料採取（調査地域ご

との比較検討） 

・化学分析（本格分

析）、鉱物脈法及び

岩脈法の検討 

・年代測定の実施 

▽学会発表 

 

 

・試料採取（追加調

査の必要性検討） 

 

 

・化学分析（本格分

析）、鉱物脈法及び

岩脈法の検討 

・年代測定の実施 

▽論文公表 

▽NRA技術報告公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

・年代評価手法の

整理 

・鉱物脈法、岩脈法

及び古応力解析に

基づく断層活動性

評価手法の整理 

(１) b. 断層岩

の物質科学（地球

化学）的指標等を

用いた断層活動

性評価に関する

研究 

 

 

 

・予備調査（地表踏

査、ボーリング掘

削） 

・室内分析（予備的

分析：全岩化学組成

分析、年代測定） 

 

・統計解析（予備解

析） 

 

 

 

・試料採取（地表踏

査、ボーリング掘

削） 

・室内分析（本格分

析開始：全岩化学組

成分析、年代測定） 

 

・統計解析（判定手

法の影響評価） 

▽学会発表 

 

 

・試料採取（地表踏

査、ボーリング掘

削） 

・室内分析（本格分

析：全岩化学組成分

析、年代測定） 

 

・統計解析（化学指

標の適用性検討） 

▽学会発表 

 

 

・試料採取（ボーリ

ング掘削） 

 

・室内分析（本格分

析：全岩化学組成分

析、鉱物化学分析、

年代測定） 

・統計解析（断層タ

イプの影響検討） 

▽論文公表 

▽NRA技術報告公表 

 

 

 

 

・室内分析（補足分

析：鉱物化学分析、

年代測定） 

 

・統計解析手法の

取りまとめ 

・判別指標及び地

球化学的根拠の提

示 

(２) a. 中期更

新世以降の火山

灰年代評価手法

に関する研究 

 

 

・海底コア中の火

山灰、陸域火山灰の

試料採取 

・海底コアに含ま

れる火山灰粒子の

量比分布に基づく

火山灰層準の検出 

 

 

・海底コア中の火

山灰、陸域火山灰の

試料採取 

・室内分析（主成分

元素組成分析） 

 

・火山灰粒子の主

成分元素組成に基

づく海域・陸域の火

山灰の特徴化 

 

 

・海底コア中の火

山灰、陸域火山灰の

試料採取 

・室内分析（主成

分・微量成分元素組

成分析） 

・火山灰粒子の主

成分及び微量成分

元素組成に基づく

海域・陸域の火山灰

の特徴化 

 

 

・海底コア中の火

山灰、陸域火山灰の

試料採取 

・室内分析（主成

分・微量成分元素組

成分析） 

・火山灰粒子の主

成分及び微量成分

元素組成に基づく

海域・陸域の火山灰

の特徴化 

▽論文公表 

 

・補足調査 

 

 

 

 

 

・海域・陸域におけ

る火山灰の対比に

よる海陸統合火山

灰層序構築と火山

灰年代評価 

 

 

 

８．実施体制 

【地震・津波研究部門における実施者】 

内田淳一  統括技術研究調査官（全体管理） 

○松浦旅人  主任技術研究調査官（実施項目（２）a関係） 

○宮脇昌弘  副主任技術研究調査官（実施項目（１）a関係） 

○林 宏樹  副主任技術研究調査官（実施項目（１）b関係） 

林茉莉花  技術研究調査官（実施項目（１）b関係） 

千葉 響  技術研究調査官（実施項目（１）b関係） 
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